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東日本大震災の発生からまもなく半年が過ぎようとしている。震災は、電力危機などの二次的対応の問題もあり、

仕事や生活の先行きが不透明な被災地のみならず、日本全体に影響をおよぼしている。特集では、被災３県を現地

調査している青森モニターをはじめ、各地のシンクタンク・モニターから、今回の震災が各地の経済・雇用におよ

ぼした影響と今後の対応・役割についてご報告いただいた。
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被
災
三
県
（
岩
手
、
宮
城
、
福
島
）
の
雇

用
情
勢
は
依
然
と
し
て
厳
し
い
も
の
が
あ
る
。

七
月
一
五
日
現
在
の
厚
労
省
ま
と
め
に
よ
る

と
、
雇
用
保
険
離
職
票
等
交
付
件
数
は
、
被

災
三
県
の
合
計
で
一
三
万
六
六
三
六
件
と
な

り
、
前
年
に
比
べ
倍
増
し
て
い
る
。
そ
の
一

方
、
被
災
三
県
の
五
月
の
就
職
件
数
は
、
一

万
二
九
五
二
件
で
、
震
災
後
増
加
傾
向
に
あ

る
も
の
の
、
雇
用
創
出
基
金
事
業
に
よ
る
計

画
状
況
を
見
る
と
、
被
災
三
県
計
で
三
万
二

〇
〇
〇
人
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
の
が
現
状
だ

（
図
１
、
２
）。

　

震
災
後
の
動
向
を
見
る
と
、
三
月
は
事
業

所
や
生
産
施
設
の
損
壊
、
ガ
ソ
リ
ン
不
足
に

よ
る
人
・
物
の
移
動
制
約
、
ラ
イ
フ
ラ
イ
ン

の
復
旧
の
遅
れ
な
ど
の
影
響
に
よ
り
、
新
規

求
職
・
求
人
と
も
に
減
少
し
た
が
、
四
月
は

新
規
求
職
・
求
人
と
も
に
急
増
。
五
月
は
新

規
求
人
数
が
順
調
に
増
加
し
、
被
災
三
県
で

三
万
七
四
二
五
件
（
前
月
比
七
・
四
％
増
）、

新
規
求
職
者
数
は
前
月
よ
り
減
少
し
被
災
三

県
で
四
万
五
三
九
二
件（
前
月
比
一
五
・
八
％

減
）
と
な
っ
て
い
る
（
表
１
）。

雇
用
保
険
受
給
は
前
年
比
２
～
４
倍
に

　

五
月
の
雇
用
保
険
受
給
資
格
決
定
件
数
等

の
動
向
を
み
る
と
被
災
三
県
の
決
定
件
数
は
、

岩
手
県
四
一
五
一
件
（
前
年
比
二
・
〇
倍
）、

宮
城
県
一
万
四
一
三
四
件
（
前
年
比
三
・
九

倍
）、
福
島
県
八
〇
三
九
件
（
前
年
比
三
・

〇
倍
）
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
う
ち
解
雇
等

に
よ
り
離
職
し
た
特
定
受
給
資
格
者
の
被
災

三
県
の
割
合
は
、
岩
手
県
六
四
・
六
％
、
宮

城
県
七
七
・
〇
％
、
福
島
県
六
九
・
二
％
と

な
り
、
全
国
平
均
の
三
八
・
五
％
を
大
き
く

上
回
っ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
同
月
の
雇
用
調
整
助
成
金
等
に
関

す
る
休
業
等
実
施
計
画
届
受
理
状
況
を
み
る

と
被
災
三
県
に
つ
い
て
は
、
五
八
三
一
事
業

所
（
前
月
比
三
六
％
増
）、
対
象
者
数
は
二

四
万
二
一
四
二
人
（
同
六
一
％
増
）
と
な
る

な
ど
、
厳
し
い
雇
用
情
勢
が
続
い
て
い
る
。

 

図２　就職件数の推移 

○被災３県の5月の就職件数は、1万2,952件であ
り、 震災後増加傾向にある。 

（資料出所）厚生労働省調べ 
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（参考） 
○雇用創出基金事業による就職件数は、被災３県で10,358件（7月8日現在） 
（内訳：岩手県3,097件、宮城県3,387件、福島県3,874件） 

図１　雇用保険離職票等交付件数の推移

○被災３県の雇用保険離職票等交付件数は13万
6,636件、 対前年比2.0倍となっている。
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※自発的失業や定年退職、その他特例（休業、一時離職）対象分も含む。
（参考）
○被災３県の雇用保険受給資格決定件数は、8万7,086件（3月12日～7月10日の累計）

被災３県の雇用保険離職票等交付件数の推移（３月12日～７月10日の累計）
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（資料出所）厚生労働省調べ

震災による雇用の状況（月次）

○有効求人数

岩手県 15,304 16,244 18,282 
宮城県 25,614 28,241 32,650 
福島県 20,372 23,114 24,573 

３県計 61,290 67,599 75,505 

前月比 ▲ 8.9 10.3 11.7

○新規求人数

岩手県 5,709 7,987 9,982 
宮城県 8,839 15,223 15,973 
福島県 7,030 11,633 11,470 

３県計 21,578 34,843 37,425 

前月比 ▲ 26.6 61.5 7.4

○有効求職者数

岩手県 32,752 40,042 40,943 
宮城県 51,666 64,428 70,521 
福島県 41,172 47,044 49,389 

３県計 125,590 151,514 160,853 

前月比 ▲ 5.6 20.6 6.2

○就職件数

岩手県 3,326 3,580 4,127 
宮城県 2,461 3,378 4,580 
福島県 3,028 3,445 4,245 
３県計 8,815 10,403 12,952 

前年比 ▲ 40.7 ▲ 19.5 24.3

○雇用創出基金
事業

（就職件数）
（7月15日現在）

岩手県 3,097

宮城県 3,387

福島県 3,874

３県計 10,358

○雇用保険

受給者実人員

岩手県 6,872 12,102 14,947 
宮城県 10,673 19,845 31,637 
福島県 9,811 18,056 23,753 
３県計 27,356 50,003 70,337 

前年比 ▲ 24.0 41.6 110.2

○新規求職者数

岩手県 7,785 14,532 10,800 
宮城県 9,772 23,755 20,113 
福島県 8,901 15,636 14,479 

３県計 26,458 53,923 45,392 

前月比 ▲ 24.7 103.8 ▲ 15.8

○雇用保険

受給資格決定件数

岩手県 1,583 10,527 4,151 
宮城県 2,271 19,229 14,134 
福島県 2,708 14,188 8,039 
３県計 6,562 43,944 26,324 

前年比 ▲ 11.4 213.1 215.1

3月 4月 5月 3月 4月 5月

平成23年7月15日
厚生労働省

（人、件、％）

注） 上記数値は全て被災３県（岩手県、宮城県、福島県）の合計。
数値の斜字体は季節調整値 。

雇用保険の数値は自発的失業や定年退職、その他特例対象分も含む。

表１

厳
し
さ
続
く
被
災
三
県
の
雇
用
情
勢
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半
導
体
製
造
装
置
、
集
積
回
路
や
半
導
体

部
品
の
製
造
で
、
東
北
地
方
が
一
大
集
積
地

だ
っ
た
こ
と
が
、
震
災
の
影
響
を
日
本
国
内

の
産
業
の
み
な
ら
ず
海
外
に
も
波
及
さ
せ
た
。

今
回
の
震
災
後
の
特
徴
で
あ
る
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
の
寸
断
に
よ
る
産
業
面
へ
の
影
響

に
つ
い
て
、「
平
成
二
三
年
版
の
経
済
財
政
白

書
」（
七
月
二
二
日
発
表
）
は
、
東
北
地
方
へ

の
産
業
依
存
度
を
軸
に
分
析
し
て
い
る
。

飲
食
料
品
、
電
子
電
気
機
器
で
高
い
割
合

　

白
書
は
ま
ず
、
今
回
の
震
災
に
よ
り
、
被

災
地
か
ら
の
部
品
供
給
の
滞
り
に
端
を
発
す

る
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
寸
断
が
全
国
的
な

生
産
活
動
の
低
下
に
つ
な
が
っ
た
と
し
た
う

え
で
、
日
本
全
体
を
み
る
と
飲
食
料
品
、
電

子
電
気
機
器
の
供
給
を
東
北
に
依
存
す
る
割

合
が
高
く
、
地
域
別
で
は
関
東
地
方
の
東
北

依
存
度
が
高
い
と
指
摘
す
る
。

　

た
と
え
ば
、
自
動
車
一
台
を
生
産
す
る
た

め
に
は
二
～
三
万
点
の
部
品
が
必
要
と
さ
れ
、

さ
ら
に
部
品
の
供
給
者
（
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
）

に
つ
い
て
も
、
一
次
、
二
次
あ
る
い
は
そ
れ

以
上
の
多
段
階
に
な
っ
て
お
り
、
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
は
複
雑
化
し
て
い
る
。
こ
う
し
た

背
景
を
ふ
ま
え
て
、
白
書
は
、「
今
回
の
震
災

で
は
、
ど
の
部
品
供
給
に
問
題
が
あ
る
か
を

把
握
す
る
ま
で
に
時
間
が
か
か
り
、
さ
ら
に
、

部
品
の
中
で
も
他
の
代
替
が
効
か
な
い
重
要

部
品
、
例
え
ば
、
用
途
ご
と
の
カ
ス
タ
ム
生

産
が
多
い
マ
イ
コ
ン
（
半
導
体
）
工
場
が
被

災
し
た
こ
と
な
ど
か
ら
、
完
成
品
の
生
産
を

一
か
月
程
度
停
止
せ
ざ
る
を
得
な
い
例
も

あ
っ
た
」
と
分
析
。
こ
う
し
た
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン
の
寸
断
に
よ
る
影
響
に
つ
い
て
、

地
域
間
の
産
業
連
関
表
を
使
っ
て
、
産
業
あ

る
い
は
地
域
ご
と
の
「
東
北
地
方
へ
の
依
存

度
」
を
明
示
し
、
と
く
に
今
回
の
鉱
工
業
生

産
の
大
幅
減
を
主
導
し
た
自
動
車
産
業
の
東

北
依
存
度
を
検
証
し
て
い
る
。

　

製
造
業
の
生
産
活
動
に
お
い
て
、
部
品
等

の
中
間
投
入
を
ど
の
程
度
東
北
地
方
に
依
存

し
て
い
る
か
を
見
る
と
、
東
北
地
方
へ
の
依

存
度
が
も
っ
と
も
高
い
産
業
は
飲
食
料
品
工

業
と
な
る
。
次
い
で
電
子
電
気
機
器
関
連
や

印
刷
、
紙
パ
ル
プ
、
木
製
品
、
輸
送
機
械
と

い
っ
た
産
業
が
こ
れ
に
続
く
（
図
３
）。

地
域
別
で
は
北
海
道
と
関
東
が
高
依
存

　

実
際
、
震
災
発
生
直
後
、
首
都
圏
の
ス
ー

パ
ー
等
に
お
け
る
乳
製
品
等
の
食
料
品
供
給

不
足
、
全
国
的
な
半
導
体
等
の
部
品
供
給
の

遅
滞
や
紙
供
給
の
不
足
、
建
設
資
材
と
し
て

の
合
板
の
不
足
等
は
こ
う
し
た
実
態
を
反
映

し
て
い
る
と
す
る
。
全
業
種
を
平
均
す
る
と
、

中
間
投
入
に
占
め
る
東
北
地
方
の
比
率
は

二
％
程
度
と
必
ず
し
も
高
く
な
い
と
し
な
が

ら
も
、
こ
う
し
た
産
業
を
起
点
と
し
て
サ
プ

ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
寸
断
が
起
こ
っ
た
た
め
、

幅
広
い
業
種
で
生
産
活
動
が
低
下
し
た
と
分

 
東
北
へ
の
産
業
依
存（
経
済
財
政
白
書
）

図３　サプライチェーンの寸断
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析
す
る
。

　

地
域
別
の
依
存
度
を
見
る
と
、
地
理
的
な

近
さ
も
あ
り
、
関
東
地
方
と
北
海
道
が
高
い
。

と
く
に
、
関
東
地
方
に
つ
い
て
は
、
域
内
総

生
産
が
全
国
の
四
割
を
占
め
る
大
規
模
生
産

地
域
で
あ
る
こ
と
か
ら
、「
関
東
地
方
へ
の
部

品
供
給
の
滞
り
が
、
わ
が
国
全
体
の
生
産
動

向
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
結
果
と
な
っ

た
」
と
指
摘
す
る
。

　

ま
た
、
今
回
の
震
災
で
は
、
茨
城
県
や
千

葉
県
の
太
平
洋
岸
な
ど
関
東
地
方
で
も
多
く

の
製
造
拠
点
が
被
災
し
、
東
北
地
方
か
ら
の

中
間
投
入
の
滞
り
と
合
わ
せ
、
関
東
地
方
内

や
他
地
域
へ
の
部
品
供
給
な
ど
が
影
響
を
受

け
た
点
が
特
徴
で
あ
る
と
す
る
。

　

さ
ら
に
、
震
災
後
の
生
産
減
を
主
導
し
た

自
動
車
関
連
産
業
に
つ
い
て
、
東
北
地
方
の

ど
の
よ
う
な
産
業
か
ら
、
部
品
供
給
を
始
め

と
し
た
中
間
投
入
が
行
わ
れ
て
い
る
か
を
見

る
と
、
そ
の
代
表
例
と
し
て
、
乗
用
車
の
生

産
に
お
い
て
は
、「
タ
イ
ヤ
・
ゴ
ム
製
品
等
」、

半
導
体
等
の
「
電
子
部
品
」
や
「
通
信
機
械
・

同
関
連
機
器
」
の
東
北
地
方
へ
の
依
存
度
が

高
い
と
す
る
。

　

半
導
体
工
場
は
大
き
く
マ
イ
コ
ン
と
メ
モ

リ
生
産
工
場
に
分
け
る
こ
と
が
で
き
る
が
、

自
動
車
生
産
に
必
須
か
つ
代
替
困
難
な
カ
ス

タ
ム
品
の
多
い
マ
イ
コ
ン
工
場
は
、
そ
の
多

く
が
東
北
地
方
や
北
関
東
地
方
の
東
日
本
に

立
地
し
て
い
る
。
こ
の
た
め
、「
今
回
の
震
災

被
害
に
よ
り
、
自
動
車
生
産
の
多
く
が
一
時

的
に
全
面
停
止
す
る
こ
と
と
な
っ
た
」
と
述

べ
る
。

　

自
動
車
部
品
の
生
産
に
つ
い
て
も
同
様
に
、

電
気
機
械
や
通
信
機
器
、
電
子
部
品
と
い
っ

た
業
種
か
ら
の
中
間
投
入
が
多
い
こ
と
か
ら
、

部
品
も
含
め
た
自
動
車
産
業
全
体
と
し
て
、

「
鍵
と
な
る
重
要
製
品
に
お
い
て
東
北
地
方

へ
の
依
存
度
が
高
い
も
の
が
あ
っ
た
と
い
え

る
」
と
分
析
。
さ
ら
に
、
東
北
地
方
か
ら
の

部
品
供
給
は
、
海
外
の
日
系
及
び
現
地
メ
ー

カ
ー
に
も
及
ん
で
い
る
こ
と
か
ら
、「
今
回
の

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
寸
断
に
よ
っ
て
、
ア

メ
リ
カ
を
始
め
海
外
の
自
動
車
生
産
に
も
影

響
が
見
ら
れ
た
」
こ
と
も
、
今
回
の
震
災
の

特
徴
の
一
つ
と
い
え
る
と
指
摘
す
る
。

額
の
約
九
・
六
兆
円
を
大
幅
に
上
回
っ
て
お

り
、
東
日
本
大
震
災
の
被
害
の
大
き
さ
を
物

語
っ
て
い
る
と
す
る
。

　

こ
れ
ら
の
地
域
で
被
災
し
た
企
業
お
よ
び

事
業
所
を
詳
細
に
特
定
し
た
と
こ
ろ
、
津
波

被
災
地
域
で
約
三
万
八
〇
〇
〇
社
、
地
震
被

災
地
域
で
約
七
八
万
社
、
原
子
力
発
電
所
事

故
の
避
難
区
域
等
で
約
五
〇
〇
〇
社
、
東
京

電
力
管
内
で
約
一
三
六
万
社
存
在
し
、
そ
の

ほ
と
ん
ど
を
中
小
企
業
が
占
め
て
い
る
。

　

ま
た
、
青
森
県
、
岩
手
県
、
宮
城
県
、
福

島
県
が
把
握
し
て
い
る
商
工
業
等
の
被
害
額

を
み
る
と
、
青
森
県
で
は
三
七
八
億
円
、
岩

手
県
で
は
一
六
六
一
億
円
、
宮
城
県
で
は
七

三
〇
〇
億
円
、
福
島
県
で
は
三
五
九
七
億
円

と
、
工
業
、
商
業
、
観
光
業
す
べ
て
に
お
い

て
、
大
き
な
被
害
が
発
生
し
て
い
る
こ
と
が

わ
か
る
（
表
２
）。

　

経
済
産
業
省
中
小
企
業
庁
が
七
月
一
日
に

発
表
し
た
「
二
〇
一
一
年
中
小
企
業
白
書
」

の
第
二
章
で
は
、
東
日
本
大
震
災
の
中
小
企

業
へ
の
影
響
を
分
析
し
て
い
る
。

　

白
書
は
ま
ず
、
三
月
一
一
日
に
発
生
し
た

東
日
本
大
震
災
に
よ
り
、
中
小
企
業
は
、
津

波
、
地
震
に
よ
る
産
業
基
盤
の
壊
滅
、
工
場
、

店
舗
の
損
壊
、
原
子
力
発
電
所
事
故
に
よ
る

事
業
活
動
の
停
止
等
の
甚
大
な
被
害
を
受
け
、

取
引
先
の
被
災
に
よ
る
事
業
の
停
滞
や
消
費

マ
イ
ン
ド
の
低
下
、
販
売
減
少
等
に
よ
る
影

響
が
全
国
的
に
波
及
す
る
こ
と
に
な
っ
た
と

し
て
い
る
。

　

三
月
二
三
日
に
内
閣
府
が
公
表
し
た
七
道

県
（
北
海
道
、
青
森
県
、
岩
手
県
、
宮
城
県
、

福
島
県
、
茨
城
県
、
千
葉
県
）
を
対
象
と
し

た
被
害
額
の
試
算
結
果
に
よ
る
と
、
イ
ン
フ

ラ
等
へ
の
直
接
被
害
額
だ
け
で
約
一
六
～
二

五
兆
円
に
の
ぼ
る
と
指
摘
。
阪
神
・
淡
路
大

震
災
の
際
に
国
土
庁
が
試
算
し
た
直
接
被
害

中
小
企
業
へ
の
影
響
（
中
小
企
業
白
書
）

岩手県被害額

観光業

合計

商業

工業

326億円

1,661億円

445 億円

890 億円

宮城県被害額

観光業

合計

商業

工業

200億円

7,300億円

1,200 億円

5,900 億円

青森県被害額

観光業

合計

商工業

2億円

378億円

376 億円

福島県被害額

商業

合計

工業

1,399億円

3,597億円

2,198 億円

※青森県については、商工会議所・商工会からの報告があった被害額のみを集計している。
ていつに）品商・物建（店商の村町市岸沿、は業商。るいてし計推てし案勘を況状害被の域地各、てしと礎基を計統業工、は場工、はていつに県島福、県城宮、県手岩

商業統計を基礎として、各地域の被害状況を勘案して推計している。観光は、沿岸市町村宿泊施設について、建築着工統計（宿泊業用建築物単価）を基礎として、各地
域の被害状況を勘案して推計している。
※被害状況は公表された時点のものであり、今後変更される可能性がある。

資料： 東日本大震災経済商工観光部所管施設等の状況（第63報、経済商工
観光部関係）（2011年4月26日現在）

資料：福島県商工労働部商工総務課まとめ（2011年4月25日現在）
（注） 津波・地震による被害額を推計している。福島第一原子力発電所事故

による被害は推計に含めていない。

資料： 平成23年東北地方太平洋沖地震の被害について（第41報）（2011
年5月16日現在）

資料：商工労働観光部商工企画室資料（2011年4月11日現在）
。るいてし計推ていつに害被水浸・出流るよに波津）注（

 地震による倒壊等の被害は推計に含めていない。

表２　青森県、岩手県、宮城県、福島県の商工業等の被害額


